



























































































































































































































































































































































































































A出国 世　界 先進工業国 発展途上国 うちOPECうち非OPEC共産圏 誤　差
世　　　界 1985．91293．2 503．1 146．9 356．3 168．820 7
先進工業国 1193．0 834．6296．1 107．3 188．351．8 10．5
発展途上国 608．2 402．7 169．23L3 137．9 28．0 8．4
うちOPEC276．6 203．4 68．1 3．8 64．3 3．9 1．2
うち非OPEC331．7 199．3 101．1 27．5 73．5 24．1 7．3
共　産　圏 184．6 55．9 37．9 8．2 29．7 89．0 1．8
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4．1 3．9 3．1
E C 1．8 （3，7） 1．6 （3．3＞ 1．5 （2．8＞
西
? ? ?
2．1 （4ユ） 1．9 （3．8＞ 1．8 （3．4）
フ
? ?
ス 1．3 （2．7） 1．2 （2．3＞ 1．1 （2．0）
?
ナ ダ 5．2 4．6 4．5


























































































































































輸入額／GNP GNP／入 輸入額／GNP GNP／人








アイルランド 69．3 4，880 中　　　　国 6．9 290
こ口　一　　ゴ 61．5 410 イ　　ン　　ド 8．0 240
ベ　ル　ギー 59．6 12，180 ウ　ガ　ン　ダ 9．0 300
ヨ　ル　ダ　ン 52．7 L420 モザンビーク 9．7 230
ジャマイカ 51．5 1，040 ア　メ　リ　カ 9．9 11，360
オ　ラ　ン　ダ 47．5 11470　， ブ　ラ　ジ　ル 10．3 2，050
マレーシア 47．1 1，620 ト　　ル　　コ 11．6 1，470



























































































































































国際協調の形態 実施決定主体 資源動員主体 資源分配方法





























公 D．財，サービ 税率租税負担など 各国政府 各国政府： 自動性導入可能???
スの国際取引ﾅ に関して拘束的な国ﾛ協定が必要 税収を自動的ﾉ国際機関に
ﾚ転
E，地球共有財 拘束的な国際協定 各国政府 国際機構新 自動性導入可能
産の使用税 が必要 設
F．SDR 1．IMF条文の修1．条文修正 IMF 加盟国Quotaなど
リンク 正 の場合は， によって，自動性導
2．条文無修正のま IMF各加 入可能?? ま，IMF内合意 盟国
Q．無修正の
鼾№ﾍ，1?
MF理事会??
G．IMF保有
烽ﾌ売却
．IMF内の合意 IMF理事会IMF 自動性導入可能
転??H．民聞融資 公的協調必要なし 　民間銀行，
ｭ府金融機関
金融市場 1．原則として自動
ｫなし
Q．ただし，債務借
り換えなどの形で，
一定程度の自動性
導入可能
出典，Development　Dialogue　1981：1，p．17，　Table　1を一部修正
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　SDRリンク案にたいしては，（1）短期資金の長期資金への流用，（2）イ
ンフレ圧力の発生，（3）先進国開発援助の削減という批判があった。国際税
の場合には（1），（2）の批判は生じないであろう。しかし，それに代って，
（1）新たに国際税のための国際条約を締結し，国際運営機関を設立しなけ
ればならないとか，（2）各国間の租税負担の公平性が確保されないとか，
（3）今でさえ高い租税負担率を一層高くして，国民の犠性を強いる，など
の批判が起ることが予想される。
　私は，自動的資源動員論としては，国際税の導入よりはSDRリンクのぼ
うが，（1）制度的にも簡単であり，（2）過去の議論の蓄積もあり，実現可
能性が高いと考えている。また同じ国際税の中でも，既に私的所有権の確立
している個人所得を削減するような国際貿易税よりは，未だ私的所有権の確
立していない地球共有財産から得られる収益に課税するほうが，抵抗の少な
いことは明らかであろう。しかし，いずれにせよ，長期の視点に立った開発
援助の増額が必要であることは間違いなく，第三次海洋法会議の終了したい
ま，新たに国際税について考える機会がきていると思う。国際貿易税その
他の国際税の導入は，現在の時点においては非現実的に見えるかもしれない
が，第三次海洋法会議の契機となったパルド提案にたいしても，当時は強い
反対が提出されたことを想起すべきである。
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